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事 務 連 絡  

令和８年７月３日  

  

 一般社団法人農林水産航空・農業支援サービス協会 

  事務局長 島田 和彦 殿 

 

農林水産省消費・安全局植物防疫課課長補佐（国内防除第２班担当）  

農産局技術普及課課長補佐（サービスユニット）  

 

 

 

   重要施設の周辺地域の上空における小型無人機等の飛行の禁止に関する 

法律の一部改正に係る周知依頼について 

 

平素より、農林水産施策の推進に御理解及び御協力をいただき、深く感謝申し上げ

ます。 

令和８年６月 17 日、「重要施設の周辺地域の上空における小型無人機等の飛行の禁

止に関する法律の一部を改正する法律」（令和８年法律第 47 号）が、第 221 回国会に

おいて成立し、同年６月 24 日に公布され、同年７月 14 日から施行されます。 

本改正後の「重要施設の周辺地域の上空における小型無人機等の飛行の禁止に関す

る法律」（平成 28 年法律第９号。以下「小型無人機等飛行禁止法」という。）により、

対象施設周辺地域として指定すべき地域の範囲が、対象施設の敷地又は区域及びその

周囲おおむね 300m の地域からおおむね 1,000m の地域に拡大されるほか、対象施設の

敷地又は区域以外の対象施設周辺地域（いわゆるイエローゾーン）の上空で小型無人

機等の違法な飛行を行った者に対する罰則（６月以下の拘禁刑又は 50 万円以下の罰

金）が創設されることとなります。 

また、対象施設周辺地域の上空でドローン等による農薬散布等を行おうとする農業

者等は、飛行禁止の適用除外となる小型無人機等飛行禁止法第 10 条第２項第１号（対

象施設の管理者又はその同意を得た者が当該対象施設に係る対象施設周辺地域の上

空において行う小型無人機等の飛行）又は第２号（土地の所有者若しくは占有者（正

当な権原を有する者に限る。）又はその同意を得た者が当該土地の上空において行う

小型無人機等の飛行）に該当する場合においても、同条第３項本文の規定に基づき、

飛行前に、都道府県公安委員会等への通報手続が必要となりますが、本改正により、

対象施設周辺地域の範囲が拡大することで、手続が必要となる農業者等が増えると見

込まれます。 

このため、農業者等の手続の負担軽減につながるよう、別添１のとおり、小型無人

機等飛行禁止法を所管する警察庁において、対象施設の指定事務を担う関係省庁等に

対し、同意取得手続の円滑化に向けた取組について、対象施設の管理者への周知に関

する協力を依頼したほか、通報手続を所管する関係省庁に対し、通報手続の円滑化に

向けた取組について、協力を依頼するとともに、都道府県警察等に対し、農薬散布等
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の反復継続して行われる小型無人機等の飛行について、対象施設に対する危険を未然

に防止する観点から、当該小型無人機等の飛行の識別に支障のない範囲で、一定の期

間における包括的な通報を認めるよう通達するといった対応がとられています。 

つきましては、本改正に伴う農業現場での混乱を避けるよう、貴協会から関係者に

対して、別添２の警察庁作成リーフレット等を活用した周知について、御協力いただ

きますようお願いいたします。 

また、本日、全ての対象施設について、範囲拡大後の対象施設周辺地域の指定に係

る告示が公布されたところであり、警察庁をはじめとする関係省庁等のウェブサイト

に加え、国土地理院が管理・運営するインターネット上の「地理院地図」により、対

象施設周辺地域の現行の範囲及び本改正が施行される７月 14 日以降の範囲を確認す

ることが可能となっているほか、国土交通省が管理・運営するドローン情報基盤シス

テム（ＤＩＰＳ）においても、同日から確認することが可能となる予定と聞いており

ますので、併せて活用を呼び掛けていただきますようお願いいたします。 

なお、農林水産省においても、農業用ドローンの普及拡大に向けた官民協議会や地

方農政局等を通じて現場への周知を行っていること申し添えます。 


